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雇用を増やした企業に対する 

税制優遇措置 

 

◆８月１日より受付開始 

税制改正法案が成立し、「雇用促進税制」が

創設されました。この「雇用促進税制」は、雇用

を増やすなど一定の条件を満たした企業に対す

る税制優遇措置であり、８月１日からハローワー

クでの受付が開始されています。 

なお、平成２３年４月１日から８月３１日までの

間に事業年度を開始する事業主は、１０月３１日

までに届出を行えばよいこととなっています。 

 

◆従業員の増加１人あたり 20 万円の控除 

「雇用促進税制」は、ハローワークに「雇用促

進計画」を提出し、平成２３年４月１日から平成

26 年３月３１日までの期間内に始まるいずれか

の事業年度において、１年間で 10％以上かつ５

人以上（中小企業は２人以上）従業員を増やす

などの要件を満たした事業主に対する税制優遇

制度であり、従業員の増加１人あたり 20 万円の

法人税の税額控除を受けることができます。 

なお、上記以外の要件は、次の通りです。 

・青色申告書を提出する事業主であること 

・適用年度とその前事業年度に事業主都合によ

る離職者がいないこと 

・適用年度における給与等の支給額が比較給

与等支給額以上であること 

・風俗営業等を営む事業主ではないこと 

 

 

◆手続きの仕方 

まず、事業年度開始後２カ月以内に、目標の

雇用増加数などを記載した「雇用促進計画」を

作成し、ハローワークに提出します。 

次に、事業年度終了後２カ月以内（個人事業

主については３月 15 日まで）に、ハローワークで

雇用促進計画の達成状況の確認を求められま

す。 

そして、確認を受けた「雇用促進計画」の写し

を確定申告書等に添付して、税務署に申告を行

います。 

 

 

無年金・低年金の発生を防止する「年金

確保支援法」 

 

◆３つの法律の一部改正 

８月初めに「年金確保支援法案」が国会で可

決・成立しました。 

この法案は、（１）国民年金法の一部改正、

（２）確定拠出年金法の一部改正、（３）厚生年金

保険法の一部改正から成ります。 

 

◆法案の趣旨 

この「年金確保支援法案」の趣旨は、次の通

りとされています。 

「将来の無年金・低年金の発生を防止し、国民

の高齢期における所得の確保をより一層支援す

る観点から、国民年金保険料の納付可能期間

を延長することや、企業型確定拠出年金におい

て加入資格年齢の引上げや加入者の掛金拠出

ＴＫＮ社労士通信 

２ ０ １ １ 年  初 秋 号

  

ＴＫＮ 社会保険労務士事務所 
 

特定社会保険労務士  髙野 裕之 
 

連絡先：〒154－0012  東京都世田谷区駒沢２－５８－１３ 

電話 ： ０３－６３１５－８８３０  ＦＡＸ ： ０３－３７９５－９０２１ 

ｅ－ｍａｉｌ：ｓｈａｒｏｕｓｈｉ－ｔａｋａｎｏ＠ｓｕｐｐｏｒｔ．ｅｍａｉｌ．ｎｅ．ｊｐ 

ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｔｋｎ－ｓｒ．ｊｐ 



 2 

を可能とする等の措置を行う」 

以下では、（１）～（３）のうち主な内容について

解説します。 

 

◆改正された主な内容 

（１）国民年金法の一部改正 

国民年金保険料の未納分を過去に遡って追

納することのできる期間が、現行の「２年」から

「10 年」に延長されます。本人の希望により保険

料を納付することで、その後の年金受給につな

げることができるようにするためです。期間の延

長は３年間の時限措置です。 

（２）確定拠出年金法の一部改正 

加入資格年齢が、現行の「60歳」から「65歳」

に引き上げられます。企業の雇用状況に応じた

柔軟な制度運営を可能とするためです。 

また、従業員拠出（マッチング拠出）を可能と

して所得控除の対象とします。そして、事業主に

よる従業員に対する継続的投資教育の実施義

務を明文化することにより、老後所得の確保に

向けた従業員の自主努力を支援します。 

（３）厚生年金保険法の一部改正 

近年の経済情勢を踏まえ、母体企業の経営

悪化等に伴い、財政状況が悪化した企業年金

に関して措置が講じられます。 

 

 

節電対策を契機に自己学習する人が増加 

 

◆増加する「学び族」 

節電対策で勤務時間を繰り上げたり、夏休み

を長くしたりする企業が多い中、空いた時間を使

って自己学習を行う「学び族」が増えているそう

です。 

震災をきっかけとして自分のキャリアを見つめ

直す人も多く、働くことに対する意識の変化が背

景にあるようです。 

 

◆仕事にやりがいを持ちたい！ 

「勤務時間繰上げ」や「残業禁止」を命じられ

た働く人が、終業後の時間を習い事や自己研鑚

に充てる姿が目に付くようになっています。 

習い事の情報誌が、「サマータイム制」などを

導入した企業で働く男女（約 4,000 人）に調査し

たところ、独学も含めて何かを学び始めた人が

18％に達しています。 

これまでは「目の前の仕事で一杯」と思ってい

た人も、「仕事にもっとやりがいを持てるようにな

りたい」と感じるケースもあるようで、夏休みに短

期留学を計画する人もいるようです。 

 

◆震災をきっかけに仕事を見直し 

コンサルティング会社が全国の 18～65 歳の

会社員（約 1,000 人）に「仕事の目標」を聞いたと

ころ、「社会に貢献する仕事をしたい」と回答した

人の割合が、震災前に比べてかなり増えたそう

です。また、震災前に比べて「仕事のやる気が上

がった」という人も約４割に上っています。 

専門家は「震災後の支援の様子を見て、特定

のスキルを持つ人の価値を実感した人が多く、

特に若い人の間で知識を磨こうという意欲が高

まっている」と指摘しています。 

 

◆時間を視覚化することが秘訣 

空いた時間を有効活用するには、「他人との

約束だけでなく、自分１人で行う勉強や遊びの予

定も含めて手帳に書き込み、時間を視覚化する

こと」が有効だそうです。 

時間と自分の行動を結び付けて考える習慣

がつくため、空き時間が明確になり、結果として

勉強の計画も立てやすくなるとのことです。 

 

 

企業財務を圧迫する「福利厚生」の見直し 

 

◆見直しが迫られる福利厚生 

企業が社員に提供する「福利厚生」が縮小す

る一方、年金や医療といった企業負担が急速に

膨らんでいます。 

景気低迷により多くの企業では業績拡大も見

込みが立たず、「福利厚生」のあり方は、今後も

修正を迫られそうです。 

 

◆減尐傾向にある社宅 

国土交通省の「住宅着工統計」によれば、

2010 年度における社宅や公務員宿舎などの着
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工数は 6,580 戸で、確認できる 1955 年度以降で

過去最低を更新しました。 

総務省が実施する「住宅・土地統計調査」に

よれば、全国の社宅・公務員宿舎は 2008 年に

約 140万戸で、10年前と比較すると２割減となっ

ています。 

1990 年代後半から、企業が福利厚生施設を

売却する動きが広がっており、2009 年の人事院

による調査では、社宅がある企業は全体の 57％

で、自社で物件を保有する企業は 25.8％でし

た。 

 

◆各種手当、社内預金の状況 

社宅だけでなく、各種手当なども減尐傾向に

あります。 

厚生労働省の調査によれば、「家族手当」や

「扶養手当」を支給している企業は 2009 年時点

で全体の 65.9％となっており、10 年前から

11.4％低下しています。 

また、「社内預金」（一般に、預貯金より高い

利子をつけて企業が従業員の貯金を管理する

制度）も縮小しており、昨年の社員預金総額は

9,334 億円で、10 年前と比較すると約３分の１と

なっています。 

 

◆福利厚生サービスの「曲がり角」 

働き手の形が多様化する中で、従来のような

福利厚生サービスは修正を余儀なくされていま

す。今後、従来型の終身雇用制を前提にした社

員サービスの見直しは必至の状況と言えるでし

ょう。 

 

 

9 月の税務と労務の手続 

［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出 

＜前月以降に一括有期事業を開始している

場合＞ 

［労働基準監督署］ 

30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

 

 

 

当事務所よりひと言 

 

 東京労働局管内の事業場における、最低賃金

額が、昨年に続き１０月１日から時間額８３７円に

引き上げられる見込みとなりました。 

 最低賃金法は、全ての労働者と使用者に適用

されるもので、常用・臨時・パートタイマー・アルバ

イト等の属性や、性別、年齢、国籍および外国籍

者の在留資格の有無を問わず適用されます。ま

た派遣中の労働者については、日雇い派遣を含

めて、派遣先の事業場に適用される最低賃金が

適用されます。 

 東京労働局管内の労働基準監督署では、東

京都内の事業場への指導が強化されることが見

込まれます。 

 雇用している者の実質的な賃金額が、算定対

象となりますので、パートタイマーやアルバイトの

方の賃金額を点検し、下回る場合は対応策の検

討をお勧めします。（髙野 裕之） 


